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年度 研 究 テ ー マ 及 び 活 動 等 年度 研 究 テ ー マ 及 び 活 動 等

昭和 ・パーソナルコンピュータとＢＡＳＩＣ言語について ・パソコン通信について

６０ 「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引」 ８ ・教育ネットの授業への導入について

の作成（三機種対応の手引） ・インターネットについて

・ＢＡＳＩＣ言語の指導について ・情報処理教育の在り方についての再検討

６１ ・ＭＳ－ＤＯＳの指導について ９ ・情報活用能力育成について

「新しい情報処理教育の在り方」の作成

・ＢＡＳＩＣ言語の指導について ・インターネットの活用について

６２ 「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引 １０ ・ホームページ作成について

（ファイル、ＯＳ編）」の作成 ・倫理規程の策定について

・ＣＡＩについて ・情報処理教育推進のための企業アンケート調査

６３ ・ＣＡＩのコースウェアの作成方法について １１ ・本研究委員会のホームページの立ち上げ

「ＣＡＩコースウェア作成の手引」の作成

平成 ・ＣＡＩの活用について ・企業アンケートの分析

元 ・ＣＡＩのコースウェアの作成方法について １２ ・学習指導要領の趣旨を踏まえた情報処理教育の推進につ

いて

・ＣＡＩの活用について ・学習指導要領の趣旨を踏まえた情報処理教育の推進につ

２ ・ＦＣＡＩについて １３ いて

・ＦＣＡＩの活用について ・「ビジネス情報」の指導の在り方について

３ 「ＣＡＩコースウェア作成の手引－ＦＣＡＩによるコー １４ ・普通科等における情報教育の在り方について

スウェア作成」の作成

・今後の情報処理教育の在り方について ・ビジネス情報の活用について

４ ・学科の特性を生かした情報処理教育の指導内容について １５ ・愛媛県高等学校教育研究大会商業部会での発表

「本県における情報処理教育の在り方について」の作成 「販売管理システムと開発の手引」のＣＤ－ＲＯＭ作成

・アプリケーションソフトの活用について ・情報通信ネットワークの指導について

５ ・表計算ソフトの指導について １６ ・情報活用能力の育成について

・表計算ソフトの指導について ・情報活用能力の育成について

６ 「ＬＯＴＵＳ１－２－３指導の手引」の作成 １７ ・情報処理関係科目のシラバスの作成について

・四国商業教育研究大会の研究発表について

・パソコン通信について ・情報処理関係科目のシラバスの作成について

７ ・学校間におけるパソコン通信を活用した授業について １８ ・四国商業教育研究大会の研究発表内容について

本県における情報ビジネス研究委員会の取組

愛媛県情報ビジネス研究委員会

１ はじめに

本研究委員会は、昭和６０年に愛媛県商業教育研究会の専門部会の一つ「情報処理研究

委員会」として発足し、情報処理教育の在り方についての研究や、商業科教員の情報処理

に関する指導力向上のために講習会を開催することなどを主な活動としている。発足当初

は、愛媛県立松山商業高等学校に事務局を置いていたが、その後愛媛県立新居浜商業高等

学校に事務局を移し、平成１４年度には「情報ビジネス研究委員会」と名称を改め、委員

長をはじめ８名の委員が本県情報処理教育推進のために取り組んでいるところである。

２ これまでの主な活動内容

(1) 情報処理教育推進のための研究

我が国における情報化は、1960年代後半から始まった。この動きは急速に進展し、情

報化社会、高度情報化社会、更には情報通信ネットワーク社会と言われるまでに至った。

図１ 研究テーマ及び主な活動内容
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こうした情報化を取り巻く環境が大きく変化する中で、商業教育においては、常に時

代の進展に対応した情報処理教育が求められてきた。本研究委員会では発足以来、年度

当初に研究テーマを設定し（図１）、その研究に取り組んできた。

(2) 情報処理教育推進のための「指導の手引」の作成

本研究委員会の研究成果の多くは「指導の手引」として小冊子にまとめ、県下の商業

科教員に配布してきた。これまでにとりまとめた研究成果は、以下のとおりである。

ア 昭和６１年３月「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引」

情報処理は汎用コンピュータでと思われていたが、昭和５１年８月にＮＥＣから、

自分で組み立てる１チップ・マイコンのトレーニング・キット「ＴＫ－８０」が発売

されたことによって、時代はパソコンへと動き始めた。更に昭和５４年９月２８日に

は、ＮＥＣから日本初の８ビット・パソコン「ＰＣ８００１」が発売され大ヒットし

た。これを記念して９月２８日がパソコン記念日となった。３年後には、１６ビット

の「ＰＣ９８０１」が売り出され、第一水準漢字ＲＯＭを標準搭載した機種も現れ、

漢字混じりの日本語による情報処理が可能となった。このことにより、校務処理など

実用的な事務処理に使用されることが増していった。

しかしながら、ソフトは標準装備されておらず、市販のものは非常に高価（ワープ

ロソフト５万円程度、表計算ソフト10万円程度）で種類も少なかった。パソコンを動

かすためには、ＢＡＳＩＣ言語や機械語等の知識が不可欠であった。また、ＯＳがメ

ーカー独自であり、操作方法が機種ごとに異なっていることも指導を困難にしていた。

図２ 「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引」の目次
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ここでの研究のメインは、ＣＯＢＯＬやＦＯＲＴＲＡＮといった汎用機用のコンパ

イラ言語で指導してきたこれまでの「情報処理Ⅰ」の指導内容を、いかにパソコンで

指導するかということと、メーカーの違いによる操作方法やＢＡＳＩＣ言語の差異を

どう埋めるかということであった。学校現場では汎用機更新の際、端末としてパソコ

ンを用いるメーカーも現れてきたが、多くの学校では職員室に限られた台数しかなく、

機種も統一されてはいなかった。そこで、研究用に比較的よく導入されていたＮＥＣ

（ＰＣ）、富士通（ＦＭ）、シャープ（ＭＺ）の三機種対応の手引を作成することに

なった（図２）。

イ 昭和６３年３月 「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引（ファイ

ル・ＯＳ編）」

パソコンが一般家庭でも購入され始め、パソコンブームの様相を示し始めた。授業

等では、プログラムの実行結果をファイルに保存し、その保存しておいたファイルを

呼び出し、メンテナンスをするという処理方法が求められるようになった。

昭和５６年、ＩＢＭ５１５０ＰＣに初めて搭載されたＭＳ－ＤＯＳ Ver.1.0は、３

年後の春にはVer.2.11に進化し、これまでＯＳを起動した後アプリケーションソフト

のフロッピーディスクを差し替えて使用しなければならなかったものを、アプリケー

ションソフトに同居させ、ＯＳに続いてソフトを起動する方式をとった。また、マイ

クロソフト社はシェア拡大のため無償でこのＯＳを搭載することを認める戦略をとっ

た。その結果、昭和６０年代に入って、多くのソフトがＭＳ－ＤＯＳ上で稼働するこ

ととなった。

図３ 「情報処理Ⅰパーソナルコンピュータによる指導の手引（ファイル・ＯＳ編）」の目次
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このことは、メーカーごとに異なっていた操作方法、データ、プログラミング言語、

アプリケーションソフト等が機種に依存することなく、異機種間で互換性が生まれる

ことを意味した。例えば、フロッピーディスクのフォーマット方法が規定されている

ため、異機種間であっても同じＯＳ上で読み書きができるようになったことである。

このため、パソコンで情報処理教育を指導する上で、ＭＳ－ＤＯＳに関する知識・

技術が求められるようになった。そこで、前回の手引書に含まれなかったＢＡＳＩＣ

言語でのファイル処理と併せて、ＭＳ－ＤＯＳの指導方法についての研究成果をまと

め、「ファイル・ＯＳ編」とした。ＭＳ－ＤＯＳ特有のテンプレート機能やラインエ

ディタの使用法について詳しく解説した（図３）。

ウ 平成元年３月「ＣＡＩコースウェア作成の手引」

パソコンの教育利用としてＣＡＩが注目され、各教科で研究が始められた。その多

くはＢＡＳＩＣ言語によって作成され、開発に膨大な時間と労力が費やされた。理数

系ではシミュレーション型、文系ではチュートリアル型が多く見受けられた。ここで

の研究対象は、ＣＡＩの種類と学習構造、作成方法とした。特に、国立教育研究所教

育情報センターで開発中のフレーム型ＣＡＩのコースウェアを作成するＦＣＡＩ（オ

ーサリングシステム）について研究が進められた。それは、コースウェアをプログラ

ムではなく、オーサリングシステムを用いることによって、開発に要する負担が大幅

に軽減できると考えたからである。手引では簿記の学習教材を取り上げ、作成手順に

ついて具体的に分かりやすく解説した（図４）。

図４ 「ＣＡＩコースウェア作成の手引」の目次
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このような中、多くの教科科目でパソコンを効果的に活用した学習を一層推進するた

め、ＣＡＩ教材を簡単に作成する方法を研究し、「ＣＡＩの手引」第２集として作成

した。当時、ワープロソフトとして定着しつつあったジャストシステムの「一太郎」

をエディタとして用いた効果的なコースウェア入力方法を紹介するとともに、画像デ

ータの活用を中心にまとめた。更に、問題になりつつあったソフトウェア等の著作権

についても研究し、「学校と著作権、著作権法抜粋」を巻末資料とした（図５）。

図５ 「ＣＡＩコースウェアの作成の手引－ＦＣＡＩによるコースウェアの作成－」の目次

オ 平成５年３月「本県における情報処理教育の在り方」

平成６年度から実施される新しい学習指導要領の中で、新科目「情報処理」「文書

処理」「プログラミング」「情報管理」「経営情報」等が専門科目として示されたが、

本県ではそれらの科目を平成５年度から先取りして実施し、情報処理教育の充実を目

指した。これを踏まえ、情報処理教育の一つの指針として科目「情報処理」を中心に、

各学科別に指導内容や指導方法、指導計画の事例等の研究成果をまとめた（図６）。

図６ 「本県における情報処理教育の在り方」の目次

また、序章において「本県情報処理教育のあゆみ」を次のとおり総括し（図７）、

目 次 ページ

第１章 コースウェアパーツの活用 1

１ パーツ活用事例紹介

２ コピー機能の活用

３ ペーストの活用

第２章 画像データの活用 21

１ 画像データをコースデータに読み込む命令

２ イメージデータとイメージ部品の見分け方

３ 画像データのバックアップを作成する方法

４ 画像データを画面に表示させる方法

第３章 画像データ作成に必要な機器とソフト 33

第４章 画像データの作成 34

１ イメージスキャナから写真や絵を取り込む方法

２ 取り込んだ画像を加筆・修正する

３ Ｚ'sＳＴＡＦＦＫＩＤ９８

４ イメージデータやイメージ部品を作るポイント

第５章 ＢＡＳＩＣプログラムの読み込み 45

１ ＢＡＳＩＣプログラムを読み込むコースウェア

２ ＢＡＳＩＣプログラムの変更

資料１ 学校と著作権 51

参考 著作権法抜粋 63

資料２ ソフトウェアのライブラリー化について

目 次 ページ

序 章 本県情報処理教育のあゆみ 1

第１章 商業科における情報処理教育の在り方 3

１ 現 状 3

２ 目 標 4

３ 指導内容と指導方法 5

４ 情報処理科目と教育課程の編成 11

５ 指導計画の事例 13

６ 実 践 体 制 26

７ 評価の方法 28

８ 問 題 点 29

第２章 情報処理科における情報処理教育の在り方 31

１ 現 状 31

２ 目 標 31

３ 指導内容と指導方法 33

４ 情報処理科目と教育課程の編成 45

５ 指導計画の事例 47

６ 実 践 体 制 61

７ 評価の方法 62

８ 問 題 点 63

第３章 普通科における情報処理教育の在り方 65

１ 現 状 65

２ 目 標 65

３ 指導内容と指導方法 66

４ 情報処理科目と教育課程の編成 78

５ 指導計画の事例 80

６ 実 践 体 制 89

７ 評価の方法 90

８ 問 題 点 92

資 料

１ 情報処理担当驚異員の研修講座

２ 情報処理検定試験

３ 平成４年度在籍生徒数の「情報処理Ⅰ」及び

「情報処理Ⅱ」履修状況

４ 各校のＯＡ機器の導入状況



- 6 -

情報処理の創世記から、平成４年度に情報処理関係専門学科の完成期までをまとめた。

図７ 「本県における情報処理教育の在り方」の序章より

カ 平成６年１０月「ＬＯＴＵＳ１－２－３指導の手引」

平成６年度から実施される新しい学習指導要領における「情報処理」では、ＯＡ化

をはじめとする経営活動の実態に対応し、パソコンを効果的に利用できる内容の改善

が図られた。具体的には、「既成ソフトウェアを利用して」各種情報の集計、検索、

図形処理、文書情報の作成等の指導内容が新たに追加され、パッケージソフトの利用

序章 本県情報処理教育のあゆみ

愛媛県における商業教育の新しい方向を示したものとして、昭和４３年１２月に愛媛

県高等学校教育協議会の「県高等学校における学科の多様化について」の答申が出され

その中で、商業教育の専門性をより深化させるとともに、生徒の能力・適性に応じた教

育を行うため、従来の学科のほかに、新しい学科を新設する必要が強調された。この答

申を受け、昭和４４年度に愛媛県立松山商業高等学校に管理科が新設され、「電子計算

機」が主要科目として開講された。これが本県における情報処理教育の先駆けとなった。

昭和４４年５月産業構造審議会情報産業答申、同年８月、文部省情報処理教育に関す

る会議による「情報処理振興に関する当面の施策」中間発表、同年１２月に理産審答申

があり、情報処理に関する学校教育の在り方についての方向づけがなされた。本県でも

これを受け、必要科目として「電子計算機一般」「プログラミングⅠ」「プログラミン

グⅡ」「経営数学」等が中心科目として位置づけられた。

昭和４５年５月学習指導要領の中間発表が公表されると、より一層本格的な検討が始

まり、本県でも愛媛県高等学校教育振興協議会が設置され､商業教育について(1)産業教

育の進展に対処する商業教育の在り方。(2)商業科における情報処理教育(3)統合制高校

における商業科および普通科における産業教育の問題点などが審議され、商業教育のあ

るべき姿が多角的に検討され、情報処理科設置の運びとなった。昭和４５年３月電子計

算機組織が導入された愛媛県立松山商業高等学校では昭和４６年４月から管理科に変わ

り情報処理科を発足させ、情報処理教育が本格的に推進されるようになった。

昭和４８年新居浜市立新居浜商業高等学校に情報処理科が設置され、昭和４９年３月

に電子計算機組織が導入された。これらの機器の導入により、商業高校を中心とした情

報処理教育の推進体制が整った。その後、商業に関する学科を設置している高校に順次

電子計算機機が導入され、昭和５５年度を最後に、電子計算機組織の導入を完了した。

普通科高校等においても、情報処理教育を推進するため、県教育委員会の方針で昭和

５９年から、順次パーソナルコンピュータが導入され、実習を通した情報処理教育が可

能になった。また、急速に進展する情報化社会に対応するため、機器の更新がその都度

行われるとともに、平成元年度から４か年計画で商業科設置校にＬＡＮシステムの導入

が進められ対話型の授業が可能になった。更に、平成４年度には、パソコン通信機器の

整備を図り、「総合実践」での各校間の相互取引を開始した。

平成４年度から愛媛県立今治北高等学校、愛媛県立八幡浜高等学校に情報処理科が新

設され、愛媛県立新居浜商業高等学校では情報処理科の学級数が増やされた。更に、平

成５年度からは愛媛県立三島高等学校に情報デザイン科、愛媛県立宇和島東高等学校に

情報処理科の新設、愛媛県立松山商業高等学校の情報処理科の学級数が増やされること

になり、専門教育を一層深めることができる体制が整った。
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や目的に応じた情報処理手段の選択等を含む多様な情報活用能力の育成が強く打ち出

された。こうした状況に対応して「指導の手引」を作成した。ＬＯＴＵＳ１－２－３

の操作の基本、簡単なマクロ作成、「総合実践」での活用等を研究した（図８）。

図８ 「ＬＯＴＵＳ１－２－３指導の手引」の目次

キ 平成１０年３月「新しい情報教育の在り方」

急激な情報化の進展に伴い、情報処理教育の在り方を再検討した。新しい方向性を

考える上での改訂版としてとりまとめた。内容は科目「情報処理Ⅰ」、「プログラミ

ング」を中心として、指導内容や方法、学習計画の事例や問題点を研究した。

図９ 「新しい情報教育の在り方」の目次
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アプリケーションソフトとしては、ＬＯＴＵＳ１－２－３に加えＥｘｃｅｌを併記

した。また、ＶｉｓｕａｌＢａｓｉｃによる指導についても研究し、指導上の問題点

等をまとめた。更に、プレゼンテーションや情報モラルの指導についても検討した成

果を掲載した（図９）。

ク 平成１５年１２月「システム開発の手引書」（ＣＤ－ＲＯＭ版）

平成１５年度の指導者講習会（上級情報処理講習会）は、情報活用としてのデータ

ベースソフト「Access」の基本的な操作方法について行った。実施後のアンケートで

は、更に高度な内容についても研修したいという意見が多く、１日という時間的な制

約で実施できなかった応用的な内容について、各校で自己研修できるよう「Access」

を利用したシステム開発を分かりやすく解説した手引書 （ＣＤ－ＲＯＭ）を作成し、

県内の商業科教員の在籍する学校に配布することとした。収録されている内容は、次

のとおりである。

情報ビジネス研究委員会資料ＣＤ

商品マスター
ＡＣＣＥＳＳシステム

マスター一覧

ＥＸＣＥＬファイル 担当者マスター

売上管理１ 得意先マスター

売上管理２ 売上データ

システム開発テキスト 第１章 データベースの設計と作成

第２章 テーブルの作成

第３章 リレーションシップの設計

第４章 クエリの作成（１）

第５章 フォームの作成

第６章 クエリの作成（２）

第７章 レポートの作成

第８章 メインメニューの作成

資 料 ＡＢＣ分析、財務分析等の資料
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(3) 指導者講習会の開催

ア 指導者講習会の概要

本研究委員会の主な活動内容の一つに、商業科教員を対象とした情報処理教育推進の

ための指導者講習会「上級情報処理講習会」がある。高度な内容の指導には専門学校の

講師を招へいし、通常は委員が当たっている。この指導者講習会を通して、情報活用能

力を育成するための指導力の向上を図っている。常に、魅力ある講座内容となるよう工

夫・改善に努めている。

年 度 開 催 期 日 参加人数 講 習 内 容 等 会場

昭和６１ ７月２８日 ３５人 パソコン講習 中予

６２ ７月２７日～２９日 １３１ パソコン講習 ３会場

６３ １２月２３日 １７ パソコン講習 中予

平成 元 ７月２８日 ４０ パソコン講習 中予

２ ８月 ２日・ ３日 ２２ ＣＡＩ作成講習会 中南予

３ ８月 １日・ ２日 １０ 第二種情報処理技術者試験の 東予

８月 ８日・ ９日 １０ 指導に関する内容 中予

１２月２６日・２７日 ２３ 中予

４ ７月３１日・８月１日 １９ 第二種情報処理技術者試験の 東中

８月 ８日・ ９日 １５ 指導に関する内容 南予

５ ７月３０日・３１日 ３６ 第二種情報処理技術者試験の 東中

７月３０日・３１日 １０ 指導に関する内容 南予

６ ７月２８日・２９日 ３５ パソコン講習 中予

７ ７月２７日・２８日 ３６ パソコン講習 中予

８ ７月２９日・３０日 ３９ 第二種及びインターネット入門 中予２

９ ７月２９日・３０日 ５８ マルチメディア実習 南予

１０ ７月２９日・３０日 ３３ ホームページ作成 中予

１１ ７月２８日・２９日 ７６ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄの基礎と活用 中予

１２ ７月２７日・２８日 ３０ ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝｿﾌﾄの応用と活用 中予

１３ ７月３０日・３１日 ２５ Visual Basicの基礎と応用 中予

１４ ７月２８日・２９日 ２８ Visual Basicの基礎と応用、検定対策 中予

１５ ７月２９日 ２３ データベースの基礎、作成と活用 中予

１６ ７月２９日 ２５ データベースの基礎と応用 中予

１７ ７月２８日 ２７ データベースの基礎と応用 中予

全商情報処理検定１級対策

図１０ 指導者講習会の実施概要
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イ 講習内容と情報環境の変遷

パーソナルコンピュータが昭和５０年代後半から学校現場に導入されはじめ、簡便に

データ処理が行えるＢＡＳＩＣ言語を情報処理教育に導入できないかどうかの模索が始

まった。しかし、これまで情報処理教育をＣＯＢＯＬやＦＯＲＴＲＡＮといったコンパ

イラ言語で指導してきた商業教育においては、ＢＡＳＩＣ言語というインタープリタの

指導ノウハウがなく、試行錯誤の状況であった。また、メーカーごとに操作方法が違っ

たり、命令が違っていたりして指導を困難にしていた。学校現場では、指導する機種に

対応したマニュアルの作成が急務であった。そこで、ＢＡＳＩＣ言語の解説や操作方法

をまとめた指導の手引書を作成し、導入されたパソコンを有効活用するための研究が始

まった。また、パソコンは８ビット機から１６ビット機へ急速に進化し始めるとともに、

各社ごとに独自性を保っていたＯＳがマイクロソフト社のＭＳ－ＤＯＳに移行する状況

にあった。ＭＳ－ＤＯＳを授業でいかに指導するかの研究を行い、初版の手引書の続編

として「ファイル／ＯＳ編」に研究成果をまとめた。研究成果を広く学校現場に還元す

るため、商業科教員対象の指導者講習会を実施することになった。一人でも多くの先生

方に参加していただくために、県下３会場で２日間ずつ実施した。当時は、書店に情報

関係の専門書が今ほど揃っておらず、学校教育用のものは皆無であった。パソコンに添

付されていた操作マニュアルだけが頼りであっただけに、意義深い講習会となった。

パソコン導入期の次に起こった現象は、普通教科の授業でいかに活用するかという研

究が各教科で始まったことである。コンピュータ支援による学習、いわゆるＣＡＩであ

る。初期段階では、プログラムを駆使してシミュレーション型やチュートリアル型のも

のが試行された。国立教育政策研究所では簡便に作成できるフレーム型のコースウェア

の研究が進められていたため、本研究委員会の研究テーマや講習会の内容もＣＡＩ学習

ソフトウェアの作成へと移り変わっていった。市場では、コースウェアを簡単に作成で

きるソフトが幾つか発表されたが、オーサリングシステムやエグゼキュータに依存した

コースウェアでは、リソースの共有や有効活用ができない不便さがあった。それらの不

便さを解消したのがＦＣＡＩシステムであった。開発元である国立教育政策研究所の許

諾を得ることで、教育現場では無料で利用することができた。県総合教育センターにお

いても、ＦＣＡＩシステムの教育利用が盛んに研究された。ここでの研究資産は後に、

プレゼンテーションソフトの活用に継承されることになった。

平成５年から実施された新しい学習指導要領で、「情報処理Ⅰ」が基礎的科目として

位置づけらたので、「商業科」と「情報処理科」の学科の特性に応じた指導目標や指導

内容を検討する必要があった。その研究成果を「本県における情報処理教育の在り方」

にまとめた。この研究成果は、その後の本県の情報処理教育の指針として活用されてき

たが、情報処理教育がアプリケーションソフトの活用へと移り変わって行ったため、講

習会の内容も表計算ソフトの使用方法や関数の活用などが中心となった。
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平成８年からのＯＳはＷｉｎｄｏｗｓが主流になり、マルチメディアやインターネッ

トが爆発的に開花していった。講習会の内容もマルチメディア教材やホームページの作

成といった内容に変わって行った。委員会のホームページを作成したり、倫理規程を策

定したりするなど個人情報の保護やセキュリティ面での充実を図った。また、各企業へ

のアンケートを行い、ネットワークの整備状況や使用機種などの調査を通して、生徒に

とってどのような資質や能力が求められているのかを把握するとともに、指導内容等の

改善について研究を進めた。

前学習指導要領では、情報処理分野のねらいを「経営活動における情報の意義や役割、

情報処理に利用されるコンピュータの仕組みとプログラムの働きを理解し、情報の収集、

加工、伝達及び利用させるとともに、既成のソフトウェアを用いて活用する知識と技術

を習得させ、経営活動において情報を適切に処理する能力を身に付けさせること。」と

していた。しかし、改訂された学習指導要領では、経営情報分野のねらいを「高度情報

化社会を主体的に生き抜くために、ビジネスにおける情報を適切に収集、処理、管理す

る手法について理解させるとともに、ビジネス情報を分析、発信するなどコンピュータ

の活用能力やその態度を身に付けさせること。」とされた。

このことは、企業の経営組織における情報処理部門の位置付けとも深く関係している

と思われる。従来、情報処理に関する業務は、専門的技術者によって行われてきた。情

報処理そのものは、データを収集、処理し、意思決定に有用な情報を伝達する過程であ

り、ラインの業務担当者に対してスタッフ的な役割を果たしてきた。しかし、現在は、

パソコンの普及やアプリケーションソフトの充実などにより、ビジネスの各場面におい

て迅速かつ柔軟な対応が要求されるようになってきた。そして、専門技術者に限らず誰

もが、パソコンを活用しなければならない時代となった。このため、従来の収集、処理

だけでなく、情報の分析を含めた、「情報活用能力」の育成が実業界から強く求められ

ている。委員会としては、今後の情報教育の方向性を見極めながら、現場のニーズに応

える研究を推進していきたいと考えている。

(4) 全国情報処理（プログラミング）競技大会関係の愛媛県予選の実施

情報処理競技大会の県予選は、これまで県下商業科設置校の持ち回りで行ってきた。

昨年まではプログラム競技会として行われてきたが、今年度より全国大会の名称及び出

題内容が大幅に変更されたため、本県もそれに沿った形で名称を全国情報処理競技大会

愛媛県予選と変更し、実施要項及び実施細則の改定を行った。問題も全商情報処理検定

試験１級程度の出題範囲とし、出題内容を２部門に分け、①関連用語と情報活用（検定

範囲のほか、最近普及している語も含む。表計算、データベースなど）②アルゴリズム

（流れ図の完成）の内容で競技会を実施した。

運営については、委員長と事務局員が競技会に出席し、打合会で顧問から意見を聞き、

それを研究委員会に持ち帰って、より良い競技会となるよう改善に努めている。競技会
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で使用する問題については、平成６年～平成８年の３年間、本研究委員会で本県独自の

作問を行っていた。生徒の目線に合った問題を作成するため、当時の研究委員の方々が

努力された。内容は①語句、②フローチャート、③ＣＯＢＯＬの問題（図１１）で構成

図１１ 競技大会愛媛県予選問題（平成７年度）
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した。いかに論理的な問題を作成するかということと、基礎、基本を大切にしつつ、応

用発展した問題をいかに作成するかが重要であり、困難を極めたと当時の研究委員から

うかがっている。平成９年度より、問題の難易度の適正化と公正確保の観点から作問を

外注しているが、以前のように委員会で作問できないか、検討していきたいと考えてい

る。

(5) 県内企業へのアンケート（資料作り）

研究を進めるうえで、その参考資料となるアンケート調査（意識調査）を必要に応じ

て実施している。平成１１年には、現在の企業がどのような人材を求めているかを調査

するために、県内の１０２社の企業に「情報教育に関する意識調査」という標題でアン

ケート調査を行った。その結果については、本県情報ビジネス研究委員会のホームペー

ジに掲載している。調査内容については、①パソコン（ＯＡ機器）の導入状況、②ネッ

トワークについて、③情報教育の在り方についての三点を柱としている。

県内大手企業の人事担当者の『企業から学生に望むこと』と題した就職ガイダンスの

講演をうかがったが、今回のアンケート調査の結果と共通すべき点が数多くあった。企

業が求める「情報活用能力」には、ワープロ、エクセル、プレゼンテェーション、デー

タベースの４つのソフトを操作できることが共通して挙げられていた。そして、「情報

に関する資格取得」を有する者を優遇する傾向も見られた。特に経済産業省が主管する

「情報処理技術者」関係については、スペシャリストとして評価が高く、企業としても

即戦力として期待されていることなどが分かった。今年度、研究委員会で調査した県内

の情報技術者試験の状況は次のとおり（図１２）である。この資料からも分かるように

県下で数は少ないが、毎年合格者がでていることが分かる。

図１２ 経済産業省情報処理技術者試験本県合格者数の推移

合格者は、授業だけではなく、部活動や個別指導において力を付けた者である。

情報ビジネス研究委員会においても、「情報活用能力」を育成するための具体的な取り

組み（授業展開）について、研究を行った。特に考慮したことは、「使う・作る」とい

本研究委員会調査（対象：県下商業科設置校） （単位：人）

種別 平成 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７

初級システム
アドミニストレータ １ ２ ３ ５ １ ８ １６ １７ １１ ６ ４

第２種情報処理技術者
基本情報技術者試験 １ ２ ２ ７ ６ ６ １４ １０ １５ ７ ４ ５ ２

第１種情報処理技術者
ソフト開発技能者試験 １ ２ １

ネットワーク
スペシャリスト １
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う情報処理の基本的な部分に加え、分析することができるかということである。アプリ

ケーションソフトを利用しいかに情報を加工、分析できるかが今後の生徒を育てるうえ

で重要になってくるということである｡

(6) 愛媛県高等学校教育研究大会商業部会での研究発表

本県では、毎年１２月下旬に２日間にわたって高等学校教育研究大会が開催されてい

る。商業部会は県立松山商業高等学校を会場として、５本の研究発表、研修報告、研究

協議等が行われている。平成１４年度から、愛媛県商業教育研究会の各研究委員会が順

に、今後の方向性や指導方法等についての研究成果を発表している（図１３）。

年度 発 表 委 員 会 名 研 究 発 表 テ ー マ

平成 「ビジネス基礎」の指導方法について
１４ 流通ビジネス研究委員会

～「生きる力」の育成を目指して～

ビジネス情報の活用について
１５ 情報ビジネス研究委員会

～情報活用能力の育成を目指して～

「簿記」導入時の指導について
１６ 簿 記 会 計 研 究 委 員 会

～会計活用能力の育成を目指して～

計算事務教育の変遷と計算能力養成の研究
１７ 計 算 事 務 研 究 委 員 会

～数字に明るい生徒を育てるために～

１８ ワ ー プ ロ 研 究 委 員 会 ※ 今年度発表のためテーマは未定

図１３ 各研究委員会の研究発表テーマ

本研究委員会は、平成１５年度に「ビジネス情報の活用について～情報活用能力の育

成を目指して～」と題して、研究成果の発表を行った。主な発表内容は、「財務分析」

「経営分析」「システム開発」である。情報処理の基本的部分である「使う」「作る」

に「分析」という要素を加え、取り扱う科目を「ビジネス情報」「プログラミング」と

いった科目に限定せず、教科書や模擬実習といった従来の枠を超え、実務の処理をどの

ように取り入れることができるか、その可能性を探ったものである。従前の学習指導要

領では、システム開発はプログラム言語を習熟させることをねらいとしていたが、新し

い学習指導要領では次のような観点から改善が図られており、これに着目して研究した。

① 「生きる力」という生涯学習の基礎的な資質の育成を重視した商業教育の展開

② 経済社会の変化に柔軟に対応できる能力の育成を重視した商業教育の展開

システム開発の研究成果は、「誰にでも簡単に取り組める」データベースソフトウェア

を用いたシステム開発を教材化した「売上管理システム及びその開発に関する手引」と

してＣＤ－ＲＯＭに収録し、県内の商業科教員在籍校に配布した。
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３ 現在の取組

(1) 情報処理教育科目のシラバス作成への取組

近年、学校の教育理念や授業の内容・評価についての説明責任が強く求められるよう

になってきた。そこで、情報処理教育を推進する指導者の参考となるよう関係科目のシ

ラバス作成に、平成１７年度から取り組んで

いる。中学生や保護者が見て分かるような表

現・内容にするため推敲を重ねている。

昨年度は、科目「情報処理」（商業を専門

とする学科用と普通科等その他の学科用）と

「ビジネス情報」（図１４）のシラバス作成

に着手し、今年度は「文書デザイン」と「プ

ログラミング」を加えて、最終的なとりまと

めを行っている。今秋には、完成の予定であ

る。これらのシラバスは愛媛県情報ビジネス

研究委員会のＷｅｂページに掲載し、ＰＤＦ

ファイルでダウンロードできるようにしたい

と考えている。

-1-

-2- -3-

図１４の１ 「ビジネス情報」のシラバス
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-4- -5-

図１４の２ 「ビジネス情報」のシラバス

(2) 情報活用能力の育成を目指した指導の研究

パソコンの普及や情報通信ネットーワーク環境の急激な進展により、情報を収集し加

工するデータ受信の面から、今日では必要な情報を検索して提供するデータ発信の面へ

移行してきている。そのため、パソコンの操作技術の習得に加え、ビジネスに関する情

報を収集・分析する能力や、伝えるためのプレゼンテーション技術等など、情報を活用

するための能力の育成が求められている。そこで、本研究委員会では「情報活用能力の

育成」についての提言を行い、そのための授業実践を学校現場に働きかけている。

ア 提言１（経営分析）

経営分析の指導では、学校行事で行われている文化祭バザーの売上高分析を行うこ

とが考えられる。ＡＢＣ分析を用いて、どのような商品を主力商品として販売戦略を

立てればよいかを分析し、報告書という形で生徒にまとめさせ、それをホームページ

やプレゼンテーションで伝えることを指導内容として提案したい。生徒たちが主体的

に取り組んだことで少しでも業績（売り上げ）が伸び、それを発表することで大きな

自信につながれば、情報活用能力の教育効果が一層期待できると考える。

イ 提言２（財務分析）

財務分析の指導では、インターネットの活用により生徒自身の主体的な学習活動へ

の動機付けができると考える。実施に当たっては、生徒の興味関心を高めるためにも
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企業の有価証券報告書等の実際データ（例えば、同業他種との比較という観点から各

自動車販売会社の有価証券報告書など）の活用が考えられる。また、比較する標準数

値については、政府機関や各種業界団体の発表しているもの（例えば、財務省法人企

業統計資料など）の活用が有効であると考える。ビジネスの諸活動における有益な情

報を読み取ることで、情報活用能力の教育効果が一層期待できると考える。

ウ 提言３（システム開発）

システム開発の指導では、１つのクラスを数名ずつの班に分け、班ごとにテーマを

設定させ、グループで協力して開発作業を進める方法が望ましいと考える。作成に当

たっては、Visual Basic.Netにより検索画面を作成し、Accessで作成したデータベー

スに接続し、データを検索するシステムの開発を提案したい。例えば、演習問題など

の学習支援システムや求人票検索などの進路選択支援システムなど、生徒が興味関心

を持つシステムを開発させることで、主体的な情報活用能力の育成につながることが

期待できると考える。

エ 実践事例

文化祭での商品販売の分析にＡＢＣ分析を取り入れた実践例を紹介する。この事例

は、営業利益を上げるためにはどのような商品を主力に販売戦略を立てればよいか、

過去の売上データをもとにＡＢＣ分析（図１５）を行った事例である。

図１５ ＡＢＣ分析とパレート図

分析結果や顧客の動向等について、グループ単位やクラス全体で討論した。営業利

益を上げるためにはＡランクに分類された商品を

主力として取り扱い、Ｃランクに分類された商品

を切り捨て、販売促進活動を展開することといっ

た意見が出た。また、顧客の購買動向の変化（顧

客の年齢層やその年の流行、小袋入り等）、天候

（寒暖や晴雨）、他店調査（市場価格や近隣で市

が開かれていないかなど）、陳列位置や場所（顧 図１６ 分析実習風景

取扱商品群別ＡＢＣ分析表
（単位：円）

ＮＯ 取扱商品群 前年度売上金額売上比率今年度売上金額売上比率 売上累計 増加率 当期順位 ＡＢＣ分析

1 スポーツ用品 81,340 6.0% 841,080 39.6% 39.6% 934.0% 1 Ａ

2 柿・みかん 178,250 13.2% 241,240 11.4% 51.0% 35.3% 2 Ａ

3 鮮魚 165,520 12.2% 192,810 9.1% 60.1% 16.5% 3 Ａ

4 てんぷら 139,640 10.3% 173,490 8.2% 68.3% 24.2% 4 Ａ

5 海産物 117,750 8.7% 155,010 7.3% 75.6% 31.6% 5 Ｂ

6 特産品 136,800 10.1% 121,750 5.7% 81.3% -11.0% 6 Ｂ

7 お茶 115,030 8.5% 101,000 4.8% 86.1% -12.2% 7 Ｂ

8 いか焼き 92,205 6.8% 95,900 4.5% 90.6% 4.0% 8 Ｃ

9 花 102,540 7.6% 76,350 3.6% 94.2% -25.5% 9 Ｃ

10 野菜 65,360 4.8% 63,170 3.0% 97.2% -3.4% 10 Ｃ

11 漬物 65,840 4.9% 43,080 2.0% 99.2% -34.6% 11 Ｃ

12 菓子 94,420 7.0% 16,570 0.8% 100.0% -82.5% 12 Ｃ

合計 1,354,695 100% 2,121,450 100% 56.6%

商品群別売上累計グラフ
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客の手に届きやすい位置や目に入りやすい場所）

等が売り上げに影響していることにも生徒が気づ

いた。

これらの分析結果を、プレゼンテーションソフ

トを用いて発表（図１７）することにより、生徒

の主体的な学習活動への動機付けや自らが問題を

解決していく態度や力が身に付くと共に、情報活 図１７ 発表風景

用能力の育成に効果があったという報告があった。

多くの学校がこの提言に沿った実践を取り入れていただくことを切望すると共に、

実践校の学習効果を見極めながら、今日の高度情報通信ネットワーク社会を主体的に

生き抜くための新しい情報処理教育の在り方を研究していきたい。

４ おわりに

情報ビジネス研究委員会では、発足当初よりその時代にふさわしい情報処理教育の在り

方について研究してきた。今回の発表内容は、本研究委員会がこれまで取り組んできた活

動内容と、現在取り組んでいる情報関係科目のシラバス作成や経営情報分野における情報

活用能力の育成についての研究などをとりまとめたものである。研究成果と言えるほどの

内容ではないが、各県の情報処理教育の推進に少しでも参考になれば幸いである。

経営情報分野の研究内容は広範であり、進展の激しい技術に追いつくだけでも容易では

ない。そのような中、情報活用能力の育成を目指した新しい情報処理教育の在り方等につ

いて、今後とも地道な研究及び活動を続けて参りたい。


